[bookmark: _GoBack]○○年度の事業報告書１部提出


○○年○○月○○日から○○年○○月○○日まで


法人の名称　○○○○

１　支援業務事業計画等の名称
年度開始前に提出した事業計画書と同じ名称とすること


２　事業の実施に関する成果
要配慮者の属性ごとに人数を記入してください。
障がい者は（身体、精神、その他）で分類してください。
当該年度に得られた成果を簡潔に記入すること




３　事業の実施に関する事項
法第４５条第１項の規定による支援業務に係る事業
	業務

	具体的な事業内容
	受益対象者の属性と実績数

	①家賃債務の保証を行うこと（法第４２条第１号）
	・家賃債務保証の代理店契約の手続きのサポートや、自ら債務保証を行う等
	高齢者：２０人
障がい者（身体）：８人
障がい者（精神）：５人
障がい者（その他）：３人
低額所得者：９人

	②円滑な入居の促進に関する情報提供等（法第４２条第２号）
【入居前の支援実績】
	入居に向けた相談、不動産業者や物件情報の紹介、不動産会社への同行
	高齢者：２０人
障がい者（精神）：８人
低額所得者：９人上記内数で記入してください。


	
	上記のうち、入居に結びついた実績数
	高齢者：３人
障がい者（精神）：４人
低額所得者：５人

	③生活の安定及び向上に関する情報提供等（法第４２条第３号）
【入居中の支援実績】
	見守りサービス代理店契約の手続きサポート、就労支援の実施
	高齢者：２０人
障がい者（精神）：８人


	④上記①～③の付帯業務（法第４２条第４号）
	
	―



４　当該年度の居住支援法人活動支援事業（国土交通省）への応募の有無
　　■有りセミナーの開催など実績がわかるものを添付してください。国土交通省補助事業の活動実績報告書の写しの抜粋でも構いません。

　　□無し　

５　その他　活動実績のわかる資料を添付してください。
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